
 貸  借  対  照  表 
（2021年3⽉31⽇ 現在）

（単位︓千円）

科 ⽬ ⾦  額 科 ⽬ ⾦  額

( 資  産 の 部 ) （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産 4,984,506 流 動 負 債 2,525,868 

34,092 買掛⾦ 411,741 

1,269,151 リース債務 10,086 

2,516 未払⾦ 1,465,966 

28,942 未払費⽤ 388,130 

15,135 未払法⼈税等 142,489 

3,587,040 預り⾦ 107,453 

47,536 

90 

固 定 資 産 2,256,631 固 定 負 債 2,762,392 

 有形固定資産 651,932 リース債務 44,633 

359,100 退職給付引当⾦ 2,621,054 

239,701 役員退職慰労引当⾦ 10,437 

53,130 資産除去債務 78,754 

無形固定資産 54,273 その他の固定負債 7,511 

ソフトウェア 52,737 負  債  合  計 5,288,260 

その他の無形固定資産 1,535 （ 純 資 産 の 部 ）

投資その他の資産 1,550,425 株 主 資 本 1,952,877 

繰延税⾦資産 1,055,580 資本⾦ 100,000 

敷⾦ 466,132 資本剰余⾦ 457,060 

28,712  資本準備⾦ 300,000 

 その他資本剰余⾦ 157,060 

利益剰余⾦ 1,395,816 

 その他利益剰余⾦ 1,395,816 

  繰越利益剰余⾦ 1,395,816 

純 資 産 合 計 1,952,877 

426,372 

資  産  合  計 7,241,137 負 債・純 資 産 合 計 7,241,137 

（注）記載⾦額は千円未満の端数を切り捨てて表⽰しております。
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 2020 年 4⽉  1⽇から
 2021 年 3⽉31⽇まで

Ⅰ．重要な会計⽅針に係る事項に関する注記

１．固定資産の減価償却の⽅法

（１） 有形固定資産（リース資産を除く）
有形固定資産については定額法によっております。

（２） 無形固定資産（リース資産を除く）
無形固定資産については定額法によっております。
なお、⾃社利⽤のソフトウェアについては、社内における利⽤可能期間（5年以内）に基づく定額法によって

おります。

（３） リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐⽤年数とし、残存価額は実質残存価額とする定額法によっております。

２．引当⾦の計上基準

（１） 退職給付引当⾦
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年⾦資産の⾒込額に基づき、計上

しております。
①退職給付⾒込額の期間帰属⽅法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付⾒込額を当事業年度末までの期間に帰属させる⽅法については、給
付算定式基準によっております。
②数理計算上の差異及び過去勤務費⽤の費⽤処理⽅法

数理計算上の差異については、発⽣時の従業員の平均残存勤務期間に基づく年数による定額法により、翌期
より費⽤処理しております。
 過去勤務債務については、発⽣時の従業員の平均残存勤務期間に基づく年数による定額法により、発⽣時よ
り費⽤処理しております。

（２） 役員退職慰労引当⾦
役員の退職慰労⾦の⽀給に備えるため、内規に基づく期末要⽀給額を計上しております。

３．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

（１）消費税等の会計処理
税抜⽅式によっております。

（２）連結納税制度の適⽤
連結納税制度を適⽤しています。

（３）連結納税制度からグループ通算制度への移⾏に係る税効果会計の適⽤
当社は、「所得税法等の⼀部を改正する法律」(令和2年法律第8号)において創設されたグループ通算制度へ

  の移⾏及びグループ通算制度への移⾏にあわせて単体納税制度の⾒直しが⾏われた項⽬については、「連結納
  税制度からグループ通算制度への移⾏に係る税効果会計の適⽤に関する取扱い」（実務対応報告第39号 2020
  年3⽉31⽇）第3項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適⽤指針」（企業会計基準適⽤指針第28
  号 2018年2⽉16⽇）第44項の定めを適⽤せず、繰延税⾦資産及び繰延税⾦負債の額について、改正前の税法
  の規定に基づいています。

個 別 注 記 表


